
第３０期決算公告
２０２６年６月２３日

北海道岩見沢市東町二条４丁目１４２番地４
北海道セキスイハイム工業株式会社

代表取締役　佐　藤　公　紀

２０２６年３月３１日現在
(単位：円)

金      額 金      額

 3,188,715,784  3,948,600,212

498,802 1,716,625,707

2,813,495,434 2,091,469,145

100,701,416 8,250,645

128,820,695 8,409,615

25,973,750 82,787,843

2,232,453 610,000

115,990,514 2,227,058

1,002,720 36,654,020

1,566,179

 1,721,898,672

1,446,774,792

387,417,854 104,448,005

20,449,330 17,976,757

349,136,305 2,463,448

1,200,019 80,538,300

19,282,300 3,469,500

641,666,582

26,227,402 4,053,048,217

1,395,000

857,566,239

5,111,129

154,000 100,000,000

4,957,129 757,566,239

25,000,000

732,566,239

270,012,751 732,566,239

2,232,453 (103,039,362)

114,272,298

153,443,000

65,000

857,566,239

4,910,614,456 4,910,614,456

純 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

株 主 資 本

ソ フ ト ウ ェ ア

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

土 地

施 設 利 用 権

利 益 剰 余 金

リ ー ス 資 産 負 債 合 計

建 設 仮 勘 定

（ 純 資 産 の 部 ）

長 期 未 払 金機 械 装 置

リ ー ス 債 務

車 両 運 搬 具 退 職 給 付 引 当 金

工 具 器 具 備 品 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

賞 与 引 当 金

有 形 固 定 資 産

建 物 固 定 負 債

構 築 物

未 払 費 用

原 材 料

完 成 工 事 補 償 引 当 金

固 定 資 産

未 収 入 金 預 り 金

そ の 他 流 動 資 産

貸    借    対    照    表

科 目 科 目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

売 掛 金 短 期 借 入 金

前 払 費 用 未 払 法 人 税 等

製 品 リ ー ス 債 務

貯 蔵 品

未 払 金

資 本 金

利 益 準 備 金

繰 越 利 益 剰 余 金

（ 内 当 期 純 損 失 ）

そ の 他 利 益 剰 余 金



個 別 注 記 表

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

　1）棚卸資産の評価基準及び評価方法

原材料･････････････････････････････････ 移動平均法に基づく原価法

仕掛品･････････････････････････････････ 個別法に基づく原価法

製　品･････････････････････････････････ （完成ユニット）個別法に基づく原価法
（サプライ製品）移動平均法に基づく原価法

なお貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定している。

　2）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）･･･････ 定額法

無形固定資産（リース資産を除く）･･･････ 定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における
見込利用可能期間(5年)に基づいている。

リース資産･････････････････････････････ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
する定額法を採用している。

　3）引当金の計上基準

賞与引当金･････････････････････････････ 従業員賞与の支給に充てるため、期末直前支給額を基礎と
した見積額を計上している。

完成工事補償引当金･････････････････････ 法律で要求される保証について、当期以前の売上に対して、
翌期以降に発生する可能性の高い将来の損失に備え、直近
の売上高に補償実績率を乗じ、引当倍数を乗じて計算した
金額を計上している。

退職給付引当金（前払年金費用）･････････ 従業員退職金の支給に充てるため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。
数理計算上の差異は、その発生の翌期に費用処理している。
なお、年金資産の額が企業年金制度に係る退職給付債務に
当該企業年金制度に係る未認識数理計算上の差異等を加減
した額を超えている場合は貸借対照表の前払年金費用に計
上している。

役員退職慰労引当金･････････････････････ 役員退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づき計算さ
れた当事業年度末における要支給額を期間に基づき配分し
計上している。

　4）収益及び費用の計上基準

製品等の販売に係る収益･････････････････ 製品等の販売は主に、ユニット住宅用部材の販売である。
これらの製品等の販売は、引渡時点において顧客が当該製
品等に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断
し、当該時点で収益を認識している。
なお、出荷時から製品等の支配が顧客に移転される時まで
の期間が通常の期間である場合には、出荷時点において収
益を認識している。

　5）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

　6）グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用している。

2.株主資本等変動計算書に関する注記

　1）当事業年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 2,000 株


